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[内容要旨] 
  

本研究は、アラン・シュピオ（Alain SUPIOT）ナント大学教授（フランス）の著書「労働法批

判」（Critique du travail)（Presses Universitaires de France、1994）の「序論」および第一

部「人および物」の試訳を行いつつ、わが国でも関心の高いフランス労働法の現在の理論状況を

把握することを試みたものである。 



 

(注)「労働法批判」は、今回試訳した序論、第一部のほかに、第二部「従属と自由」、第三部

「法と法則」、「結論」という構成になっている。全体の大きなモチーフは、1980 年代以降､

労働法が大きな転換期を迎えつつあることを踏まえて､労働法の根底にある､契約と身分､個

人と集団､従属と自由､企業内における労働者の権利・自由､規制緩和と労働法､労働市場と労

働法といった諸問題を再検討する点にあるといってよいだろう。 

 

1．本書の「序論」は、「労働」という労働法のもっとも基本的な概念から出発して、その歴史

的な意義を再確認した上で、労働関係の法的な把握において、契約的構成と身分的構成とが持

つ意義を検討している。すなわち、労働関係を形式的には対等な当事者間の契約的な関係に把

握するローマ法文化と、それを人格的な結びつきによって形成される身分的な関係として捉え

るゲルマン法文化とを座標軸として、西欧各国の労働法理論を分析する。そして、今日の西欧

各国の労働法理論は、程度の違いはあるにせよ、労働関係の契約的構成と身分的構成との両者

の影響を受けていること、さらには EU 労働法も、この二つの構成を取り入れていることを指

摘する。すなわち、西欧の労働法理論は、労働関係について、契約関係を基礎としつつ、そこ

に「身分的」な考え方を導入しているのである。 

 以上のように、「序論」は、西欧各国の比較法的な検討も行いながら、契約と身分をめぐる

労働法理論の大きな流れを描いている。そこでは、単に、これまでの理論を振り返るだけでな

く、常に、契約的構成と身分的構成が持つ現代的な意義をも念頭に置いた分析がなされている。 

 

2．本書の第一部「人および物」は、労働契約における「労働」と「労働者の身体・人格」とい

う問題を論じている。 

 最初に、労働者の身体・人格の労働契約上の位置づけを分析する。現代民法（そして労働法）

の出発点となったフランス民法典は、雇用契約（労働契約）を労働者自身を目的物とする賃貸

借として把握しているが、その後の学説は、労働契約の目的を抽象的な労働（労務給付）とし

て理解しようとしたことを指摘する。本書によれば、労働法の発展の過程は、労働契約関係か

ら捨象されてしまった労働者を再発見する過程なのである。 

 つぎに、労働契約関係における労働者の再発見がどのように行われたかを分析する。まず、

それは、児童の保護､労働時間規制､労働安全衛生規制の発展という形で、労働者の身体そのも

のの安全確保という形で現れたことを明らかにする。つぎに、労働者の生活面での安全の確保

のための雇用保障や社会保険に結実したことを指摘する。さらに､こうして労働者を再発見した

労働法・社会保障法の発展は､たとえば従業員代表制度や労働組合を通して､社会における労働

者の集団的なアイデンティティを確立することに寄与し､より進んで､職業資格や意見表明権を

媒介として､労働者の個別的なアイデンティティを確立する役割を果たしていること､そして､

今日､西欧各国で深刻な問題となっている失業が労働者のアイデンティティを失わせる危険を

はらんでいることを明らかにする。 

 以上のように､第一部は､フランス民法典制定時の議論から､現代の労働法上の最重要課題で

ある失業問題までを､独創的な視角から考察している。 

 

3．このように本書の「序論」および第一部は､労働法理論の根底にあるものを浮かび上がらせな



がらも､決して抽象論に流れることなく､労働法の現代的な役割や意義を提示し､さらにはその

将来への展望を示すものとなっている。その内容は､わが国の労働法のあり方を考える上でも､

多くの示唆に富むものといえよう。 

  

 


